
中国では、従業員が会社の許可なく副

業を行うことが多いですが、会社の営業

範囲と競業する可能性のある会社を陰で

こっそり設立している場合もあります。 

これまでは、単に会社を設立しただけ

では解雇はできないとされていましたが、

本号では、在職中に競合会社を設立した

ことのみを理由にした解雇を有効にした

裁判例をご紹介致します。 

 

事例 

X 氏は業務開発経理として２０１２年

２月１日 Y 医薬公司に入社しました。と

ころが、X 氏は、自らが法定代表人であ

る A 貿易公司を設立し、かつ他人が設立

した医療公司の監事に就任しました。 

Y医薬公司は、２０１６年１月２６日、

X 氏との労働契約を解除しました。解雇

理由は重大な規律違反であり、兼職を行

っていることを理由にしたものでした。 

X 氏はこれを不服として、労働仲裁委

員会に仲裁申立をしました。 

 

●一審 

労働仲裁は Y 医薬公司が違法な解雇を

行ったとして１３万８２４元を支払えと

命じました。 

そこで、Y 医薬公司は一審に上訴しま

した。 

一審は「X が設立した会社、監事を務

めている会社はいずれも Y 医薬公司と同

じ営業範囲にあり、競争関係にある。そ

のため、X の行為は労働契約の忠誠義務

に違反する重大な規律違反行為であり、

解雇は有効である」と判断し、解雇は有

効となりました。 

●二審 

X は「兼業自体は現在の労働法で禁止

されていない。自分は、確かに会社を設

立したが、実際の営業は行っていないし、

まして Y 医薬公司に損害を与えたりして

いない。そのため解雇は無効である」と

上訴しました。 

二審は、「雇用契約書や就業規則にも

『いかなる兼職行為も行ってはならない』

『従業員は Y 医薬公司の競争相手、顧客、

サプライヤー、その他の如何なる組織に

おいて職に就いてはいけない』と明記し

ている。X 氏は、業務開発経理という立

場にいながら、営業範囲が Y 医薬公司と

競業する会社を設立したり、監事に就任

しながら、Y 医薬公司に自らそのことを

申告せず、許可も得ていない。これらの

行為は重大な規律違反行為に当たるため、

解雇は正当である。」と判断しました。 

 

実務上の留意点 

必ずしも同じ様な事例で解雇が有効に

なるとは限らないですが、不正が疑われ

る事例で競合会社を設立していたりする

ことは比較的容易に発見できます（内部

通報や従業員の噂話から比較的容易に特

定できます）。競合会社設立の事実を基に

して退職交渉の際に強気に出ることが可

能です。ご参考になりましたら幸いです。 
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